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Ⅰ 令 和 ４ 年 度 新 潟 市

収益的収入及び支出

収 入

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

地方公営企業法第 条

第 項の規定による支

出額に係る財源充当額

円 円 円 

第１款 市民病院事業収益

第１項 医 業 収 益 

第２項 医 業 外 収 益 

第３項 特 別 利 益 

    
 
 

支 出
 

区 分

予 算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 
予 備 費 
支 出 額 

流用増減額 
地方公営企業
法第 条第
項 の 規 定 に
よ る 支 出 額 

円 円 円 円 円 

第１款 市民病院事業費用    

第１項 医 業 費 用  △  

第２項 医 業 外 費 用   

第３項 特 別 損 失   

第４項 予 備 費    
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病 院 事 業 決 算 報 告 書

決 算 額
予 算 額 に 比 べ 

 
決 算 額 の 増 減

備 考

合 計

円 円 円    
（うち、

仮受消費税及び 
地 方 消 費 税 円）

△ （うち、 仮受消費税及び 
地 方 消 費 税 円）

（うち、 仮受消費税及び 
地 方 消 費 税 円）

△ （うち、 仮受消費税及び 
地 方 消 費 税 円）

       
 
 

 

額   

決 算 額 

地方公営

企業法第

条第

項の規定

に よ る

繰 越 額

不 用 額 備 考 
小 計 

地方公営
企業法第

条第
項の規定
に よ る
繰 越 額

合 計 

円 円 円 円 円 円    
 （うち、

仮払消費税及

び地方消費税
円）

 （うち、
仮払消費税及

び地方消費税
円）

 （うち、
仮払消費税及

び地方消費税
円）

 （うち、
仮払消費税及

び地方消費税
円）
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資本的収入及び支出

収 入

区 分

予 算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計

地方公営企業法第 条

の規定による繰越額に

係 る 財 源 充 当 額

円 円 円 円

第１款 市民病院資本的収入

第１項 企 業 債

第２項 負 担 金 交 付 金

 
 
 

支 出
 

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補正予算額
流 用

増減額
小 計

地 方 公 営 企

業 法 第 条

の 規 定 に

よ る 繰 越 額

継続費

逓 次

繰越額

円 円 円 円 円 円

第１款 市民病院資本的支出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 企 業 債 償 還 金

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 円は当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額
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額

決 算 額
予算額に比べ

決算額の増減
備 考継 続 費 逓 次

繰 越 額 に 係 る

財 源 充 当 額

合 計

円 円 円 円

△

△

△

 
 

 

 

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 備 考

合 計

地方公営企

業法第 条

の 規 定 に

よる繰越額

継 続 費

逓 次

繰 越 額

合 計

円 円 円 円 円 円

（うち、
仮払消費税及び

地 方 消 費 税
円）

（うち、
仮払消費税及び

地 方 消 費 税
円）

円及び過年度損益勘定留保資金 円で補てんした。
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Ⅱ 財 務 諸 表

令和４年度新潟市病院事業損益計算書

（令和 年 月 日から令和 年 月 日まで） （単位：円）

               医 業 収 益   

入 院 収 益   

外 来 収 益   

そ の 他 医 業 収 益   

  医 業 費 用   

給 与 費   

材 料 費   

経 費   

減 価 償 却 費   

資 産 減 耗 費   

研 究 研 修 費   

 医 業 損 失   

  医 業 外 収 益   

受 取 利 息 配 当 金   

補 助 金   

負 担 金 交 付 金   

長 期 前 受 金 戻 入   

そ の 他 医 業 外 収 益   

  医 業 外 費 用   

支払利息及び企業債取扱諸費   

長期前払消費税勘定償却   

雑 損 失   

 経 常 利 益   
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  特 別 利 益   

 過 年 度 損 益 修 正 益   

そ の 他 特 別 利 益   

  特 別 損 失   

 過 年 度 損 益 修 正 損   

 そ の 他 特 別 損 失  △  

 当 年 度 純 損 失   

 前 年 度 繰 越 欠 損 金   

 当年度未処理欠損金   
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令和４年度新潟市病院事業剰余金計算書

（令和 年 月 日から令和 年 月 日まで）

資 本 金 

剰  

資 本 剰  

受贈財産評価額 寄 附 金 補 助 金 

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

処 分 後 残 高

当 年 度 変 動 額

当 年 度 純 利 益

当 年 度 末 残 高

令和４年度新潟市病院事業欠損金処理計算書

（単位：円）

  
資 本 金 資 本 剰 余 金 未処理欠損金  

 

当 年 度 末 残 高 △

議会の議決による処分額 

条 例 に よ る 処 分 額 

処 分 後 残 高 
（繰越欠損金）

△
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（単位：円）

余 金  

余 金 利 益 剰 余 金 資 本 合 計 

負担金交付金 資本剰余金合計 未処理欠損金 利益剰余金合計  

△ △

（繰越欠損金）  
△ △

△ △ △

△ △ △

（当年度未処理欠損金）  
△ △

－ 9－



－ －

令和４年度新潟市病院事業貸借対照表

（令和 年 月 日）

資 産 の 部
（単位：円）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

イ 土 地

ロ 建 物

建物減価償却累計額 △

ハ 構 築 物

構築物減価償却累計額 △

ニ 器 械 備 品

器械備品減価償却累計額 △

ホ 車 両

車両減価償却累計額 △

へ リ ー ス 資 産

リース資産減価償却累計額 △

ト 建 設 仮 勘 定

チ その他有形固定資産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権

ロ ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

イ 破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金 △

ロ 出 資 金

ハ 長 期 前 払 消 費 税

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金 △

貯 蔵 品

前 払 金

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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負 債 の 部
（単位：円）

固 定 負 債

企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計
リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

イ 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額 △

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部
（単位：円）

資 本 金

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計 △

剰 余 金 合 計 △

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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注 記

Ⅰ．重要な会計方針

１ 資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法による。

２ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用している。

主な資産の耐用年数は以下のとおり

建 物 ～ 年

構 築 物 ～ 年

器械備品 ～ 年

車 両 ～ 年

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用している。

なお、自己利用のソフトウェアは、利用可能期間（５年）に基づいている。

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

３ 引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額

を計上している。（市長部局等からの出向職員の退職手当は含まない）

賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、

当年度末における支給及び支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額（ 月から 月

までの か月分）を計上している。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上し

ている。

貸倒実績率については、一般債権（調定後 年未満の債権）と、貸倒懸念債権（調定後

年以上経過した債権）に分け、それぞれで回収不能見込額を計上している。
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理する。

ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、

翌年度以降、上限を 年とする資産の耐用年数に応じて均等償却を行っている。

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書

特に記載すべきものはない。

Ⅲ．貸借対照表

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

令和４年度貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる

額は 円である。

Ⅳ．セグメント情報

１ 報告セグメントの概要

報告セグメントについては、病院事業会計全体で一つのセグメントとする。

Ⅴ．減損損失

特に記載すべきものはない。

Ⅵ．リース契約により使用する固定資産

１ リース取引の処理方法

リース料総額が 万円以上の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

リース料総額が 万円未満の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

令和４年度

令和 年 月 日

１年内 円

１年超 円

合 計 円
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３ 長期継続契約に係るリース債務

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地

方自治法第 条の に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

短期リース債務 円

長期リース債務 円

Ⅶ．重要な後発事象

特に記載すべきものはない。

Ⅷ．その他

１ 退職給付引当金の目的使用による取崩し

当年度において、退職手当として 円を支給するため、退職給付引当金を使用し

た。

２ 賞与引当金の目的使用による取崩し

当年度において、期末・勤勉手当として 円を支給、期末・勤勉手当に係る法

定福利費として 円を支出するため、賞与引当金 円を使用した。

３ 貸倒引当金の目的使用による取崩し

当年度において、債権の不納欠損による損失に 円を使用した。
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Ⅲ 附 属 書 類

令和４年度新潟市病院事業キャッシュ・フロー計算書

（令和 年 月 日から令和 年 月 日まで） （単位：円）

             
  業務活動によるキャッシュ・フロー  

当年度純利益 △

△

 
減 価 償 却 費  
資 産 減 耗 費  
貸倒引当金の増減額（△は減少） △

△

 
賞与引当金の増減額（△は減少）  
退職給付引当金の増減額（△は減少）  
長期前払消費税の増減額  
長期前受金戻入

 

  

△
 

 
受取利息及び受取配当金 △  
支払利息及び企業債取扱諸費  
未収金の増減額（△は増加） △  
未払金の増減額（△は減少）  
預り金の増減額（△は減少）  
貯蔵品の増減額（△は増加） △  
前払金の増減額（△は増加） △  
その他流動資産の増減額（△は増加） △

 

 小 計   
   利息及び配当金の受取額  

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △  
    業務活動によるキャッシュ・フロー  
     投資活動によるキャッシュ・フロー

 
 

有形固定資産の取得による支出 △  
補助金による収入  
一般会計からの繰入金による収入  

    投資活動によるキャッシュ・フロー  
     財務活動によるキャッシュ・フロー

 
 

建設改良企業債による収入  
建設改良企業債の償還による支出 △  
リース債務の返済による支出 △  

    財務活動によるキャッシュ・フロー △  
    資金増加額（又は減少額）  △△  
    資 金 期 首 残 高   
    資 金 期 末 残 高   
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収益費用明細書

収 益 （単位：円）

款 項 目 節 金 額 備 考

    市 民 病 院
事 業 収 益

医 業 収 益

入 院 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

外 来 収 益

そ の 他
医 業 収 益

健康診断収益

室料差額収益

公 衆 衛 生
活 動 収 益

医療相談収益

その他医業収益

医 業 外 収 益

受取利息配当金

預 金 利 息

補 助 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

その他補助金

負担金交付金

負担金交付金

長期前受金戻入

長期前受金戻入

そ の 他
医 業 外 収 益

不用品売却収益

そ の 他
医 業 外 収 益

特 別 利 益

過 年 度
損 益 修 正 益

過 年 度
損 益 修 正 益

その他特別利益

その他特別利益
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費 用 （単位：円）

款 項 目 節 金 額 備 考

市 民 病 院
事 業 費 用

医 業 費 用

給 与 費 予算額

医 師 給

看 護 師 給

医療技術員給

事 務 員 給

消 防 士 給

労 務 員 給

保 育 士 給

医 師 手 当 等

看護師手当等

医療技術員手当等

事務員手当等

消防士手当等

労務員手当等

保育士手当等

報 酬

法 定 福 利 費

退 職 給 付 費

賞与引当金繰入額

材 料 費

薬 品 費

診 療 材 料 費

医療消耗備品費

経 費

厚 生 福 利 費

報 償 費

旅 費 交 通 費

職 員 被 服 費

消 耗 品 費
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款 項 目 節 金 額 備 考

医 業 外 費 用

支払利息及び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

企業債手数料
及び取扱諸費

長期前払消費税
勘 定 償 却

長 期 前 払
消 費 税 償 却

雑 損 失

消費税雑損失

特 別 損 失

過 年 度
損 益 修 正 損

過 年 度
損 益 修 正 損

その他特別損失

その他特別損失
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固定資産明細書

有形固定資産明細書

資 産 の 種 類 年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度末現在高

土 地

建 物

構 築 物

器 械 備 品

車 両

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

その他有形固定
資 産

合 計

無形固定資産明細書

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

投資その他の資産明細書

資 産 の 種 類 年 度 当 初 現 在 高 当 年 度 増 加 額

破 産 更 生 債 権 等

出 資 金

長 期 前 払 消 費 税 額

合 計
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（単位：円）

減 価 償 却 累 計 額

年度末償却未済高 備 考
当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 累 計

（単位：円）

当 年 度 減 少 額 当 年 度 減 価 償 却 高 年 度 末 現 在 高 備 考

（単位：円）

当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高 備 考

貸倒引当金 円を計上
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企業債明細書

種 類 発 行 年 月 日 発 行 総 額
償 還

当 年 度 償 還 高

平成

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

令和

合 計
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（単位：円）

高

未 償 還 残 高 利 率 償 還 終 期 備 考
償 還 高 累 計

％ 令和 財 務 省

％
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

％
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

％ 財 務 省

％ 財 務 省

％
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

％
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

％ 財 務 省

％
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

％ 財 務 省

％
地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

％ 財 務 省

％ 財 務 省

％ 財 務 省

％ 財 務 省

％ 財 務 省

％ 財 務 省

％ ㈱ 第 四 北 越 銀 行

％ ㈱ 第 四 北 越 銀 行

％ 信 金 中 央 金 庫

％
三菱ＵＦＪモルガン
・スタンレー証券㈱

％ ㈱埼玉りそな銀行

％ ㈱三菱ＵＦＪ銀行

％ 財 務 省

％ 日 興 証 券
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経 営指 標に関する事 項

令和４年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、新型コロナウ

イルス感染症の影響を受け、令和元年度に悪化したが、令和２年度以降は、感染症対応に対する補

助金や一般会計からの繰入金収入などで良化し、今年度は ％まで改善した。

また、本業である医業活動から生じる医業費用に対する医業収益の割合を示す指標である医業収

支比率は、平成３０年度から年々悪化していたが、昨年度から回復しはじめ、今年度は約 ポイ

ント良化することができた。現状では、医業費用のうち給与費や材料費で医業収益の ％以上を占

めており、委託料や減価償却費などの他の経費までは賄いきれていないが、今年度の良化を今後の

収支改善に繋げていきたい。

病院の施設が有効に活用されているか判断できる指標である病床利用率は、令和２年度以降、新

型コロナウイルス感染症患者の病床確保のため、一般病床の一部を感染症病床に転用し、入院制限

をせざるを得なかったため減少していたが、令和４年度では ％まで回復した。

今後も、新興感染症にしっかりと対応しながら、重症・専門・救急を中心とした当院の役割を果

たすとともに、上記の指標が良化するよう経営改善に取り組んでいく。

【経営指標の推移】

経常収支比率

医業収支比率

病床利用率（一般病床）
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議 会 議 決 事 項

令和４年度中に議決された病院事業関係の議決事項は次のとおりである。

議 案 番 号 事 項 議 決 年 月 日

専決第 号 令和４年度新潟市病院事業会計補正予算（第１号） 令和 年 月 日

議案第 号 新潟市病院事業使用料及び手数料条例の一部改正について 令和 年 月 日

議案第 号 令和４年度新潟市病院事業会計補正予算（第２号） 令和 年 月 日

議案第 号 新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正について 令和 年 月 日

議案第 号 決算の認定について 令和 年 月 日

議案第 号 令和４年度新潟市病院事業会計補正予算（第３号） 令和 年 月 日

議案第 号 令和４年度新潟市病院事業会計補正予算（第４号） 令和 年 月 日

議案第 号 令和５年度新潟市病院事業会計予算 令和 年 月 日

議案第 号 新潟市民病院職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正について 令和 年 月 日

行 政 官 庁 許 認 可 事 項

申 請 年 月 日 申 請 先 件 名 許認可年月日

令和 年 月 日 新 潟 市 保 健 所 病院構造設備使用許可申請 令和 年 月 日

令和 年 月 日 新 潟 市 保 健 所 病院構造設備使用許可申請 令和 年 月 日

令和 年 月 日 新 潟 市 保 健 所 病院構造設備使用許可申請 令和 年 月 日
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業 務

業務量

ア 許可病床数 一般病床 床 精神病床 床 感染症病床 床

イ 入院・外来別患者数

区 分 入 院 外 来

令 和 ４ 年 度

人 人

（精神 ）

（感染症 ）

令 和 ３ 年 度

人 人

（精神 ）

（感染症 ）

増 減

人 人

（精神 △ ）

（感染症 △ ）

前 年 度 比
（％ ％

（ ）は精神患者及び感染症患者，別掲

事業収益及び費用に関する事項

科 目 金 額 （円） 構 成 比 （％）

市 民 病 院 事 業 収 益

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

医 業 外 収 益

特 別 利 益

市 民 病 院 事 業 費 用

医 業 費 用

給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

医 業 外 費 用

特 別 損 失

収 支 損 益 △
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企業債及び一時借入金概況

ア 企 業 債

事 業 名 前年度末残高 本年度増加額 本年度償還高 本年度末残高

病 院 建 設 改 良 事 業
円 円 円 円

イ 起債協議額及び同意額

事 業 名 協 議 額 同 意 額 備 考

病 院 建 設 改 良 事 業
円 円

ウ 一時借入金の概況

該当事項なし
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